
令和7年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金　実施計画

事業№ 事業の区分 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果

②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）

④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期 総事業費（千円） 成果目標 実施状況の公表等について

1 低所得 物価高騰対策支援金給付事業

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々
の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　5,818世帯×30千円、子ども加
算　536人×20千円、、定額減税を補足する給付（うち不足額給付）
の対象者　12,165人　(235,610千円）　　のうちR7計画分
④低所得世帯等の給付対象世帯数（5,818世帯）、定額減税を補足す
る給付（うち不足額給付）の対象者数（12,165人）

R7.1 R8.3 162,115
対象世帯に対して令
和7年3月までに支給
を開始する

ホームページ

5 推奨事業 物価高騰対策くらし応援商品券

①米などの食料品の物価高騰の影響を受ける生活者の負担軽減を図
る。
②商品券及び商品券関係事務費（人件費は含まない）
③商品券等印刷費（68,000シート）　　       6,030千円
　封入等委託費　　　　　　　　　　　       2,420千円
　商品券等郵送費　　　　　　　　　　　　  15,755千円
　換金支払費　　　　　　　　     　　　  675,000千円
　(商品券換金10,000円×67,500枚＝675,000千円)
　消耗品費　　　　　　　　　　　　　  　　 　100千円
　使用済み商品券廃棄手数料　　　　　　　　　　50千円
　備品購入費（計数機）　　　　　　　　     　 88千円
※交付対象経費650,000千円を充当
④市民

R8.1 R8.4以降 699,443

取扱登録店舗数
300店舗
商品券換金率
95％

ホームページ、広報誌

6 推奨事業
大田原市地域応援商品券（第4
弾）（R6補正分）

①物価高騰の影響を受ける生活者の負担軽減を図る。
②商品券及び商品券関係事務費（人件費は含まない）
③ポスター等印刷費　　　　　　　　　　　　　316千円
　封入等委託費　　　　　　　　　　　 　     774千円
　商品券等郵送費　　　　　　　　　       14,466千円
　換金支払費　　　　　　　　     　     129,504千円
　　（商品券換金2,000円×67,450枚×96％＝129,504千円）
　消耗品費　　　　　　　　　　　　　 　　   100千円
　使用済み商品券廃棄手数料　　　　　　       50千円
※交付対象経費126,699千円を充当
④市民

R7.4 R8.3 143,559

取扱登録店舗数
300店舗
商品券換金率
95％

ホームページ、広報誌

7 推奨事業
大田原市地域応援商品券（第4
弾）（R7予備費分）

①物価高騰の影響を受ける生活者の負担軽減を図る。
②商品券及び商品券関係事務費（人件費は含まない）
③商品券等印刷費（70,000シート）          3,773千円
※交付対象経費2,220千円を充当
④市民

R7.4 R8.3 3,773

取扱登録店舗数
300店舗
商品券換金率
95％

ホームページ、広報誌
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8 推奨事業
子育て世帯物価高騰支援給付金
支給事業

①食料品等の物価高騰により影響を受けている子育て世帯を支援する
ことを目的として、市内に住所がある18歳までの子どもを養育してい
る子育て世帯に給付金を支給する。
②子育て世帯への給付金及び事務費
③支給対象児見込数　9,170人（5,408世帯）
　　子育て世帯物価高騰対策支援給付金
　　　3,000円×9,170人 ＝27,510千円
     事務費(印刷製本費、通信運搬費、振込手数料）　　845千円
④市内に住所がある18歳までの子どもを養育している子育て世帯

R7.9 R8.3 28,355
全対象児童への給付
金の支給

ホームページ、広報誌

9 推奨事業 小中学校給食物価高騰対応事業

①食料品価格の高騰が続く中で、給食費の高騰分を保護者から追加徴
収することなく安定的に給食を提供する
②給食提供に係る食材費
③物価高騰額（追加徴収相当）
　小学校（副食高騰分）：67円×3,128人×199日≒41,706千円
　　　　　（米高騰分）：21円×3,128人× 86日≒ 5,649千円
　中学校（副食高騰分）：82円×1,684人×199日≒27,480千円
　　　　　（米高騰分）：23円×1,684人× 86日≒ 3,331千円
※交付対象経費18,268千円を充当
④市内小中学校に通うこども及びその保護者（教職員は除く）

R7.4 R8.3 78,166

食材費高騰による保
護者の負担増化防止
保護者負担の増加
額：0円

ホームページで周知する
とともに、小中学生の保
護者宛てに小中学校で導
入しているメールアプリ
を活用して通知文データ
を送付する。
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